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研究成果の概要： 住まいの点検手帳改良版の試行調査分析結果より、各部位の損傷・不具合

把握に役立ち、点数化・グラフ化により経年変化を比較可能なこと、住まい手入れ意識が高け

れば点検部位頻度が上がり、損傷度が低下する傾向がみられ、点検手帳が安全安心な循環住ま

いに役立つと示された。また、1995～2005 年国勢調査の 4 次メッシュ集計データを宇部市に

ついて因子分析し、年齢因子から地域移動・住み替えの特徴を明らかにした。長岡市について

同様の分析から、旧耐震の住宅に多く住む壮年世代が仮設住宅地区に移動する特徴がみられた。 
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2006 年度 1、400、000 0 1、400、000 

2007 年度 1、200、000 360、000 1、560、000 

2008 年度 1、000、000 300、000 1、300、000 

年度  

  年度  

総 計 3、600、000 660、000 4、260、000 
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１．研究開始当初の背景 
持続可能な居住環境の改善のためには、住

宅の長寿命化が不可欠であるが、日本では、
建築時の設計図書等の記録と維持管理・補修
情報が散逸してしまうため、中古住宅の適正
な評価が難しい。 

住宅の倒壊とこれによる人的被害を軽減
するためには、災害に対して安全・安心な住
宅を確保するよう、住まい手が住まいのリス
クマネジメントに主体的に関与していくこ
とが重要である。 

安全で長持ちするサステイナブルな住ま
いの保全を支援することで、地域の地震危険

度低減につながり、持続可能な地域の防災戦
略として期待できる。 
 
２．研究の目的 

本研究は、住まいの維持点検を支援する住
まいのカルテ点検手帳を用いて住まいの状
態を記録し、保全を支援すること、人的被害
の危険性を加えることにより、居住者の地震
対策への関心を高めることをねらいとして
いる。 
また、世帯のライフサイクルを考えた住み

替えパターンを分析し、地震被害と復旧、住
まい耐震要因の影響を明らかにすることで、
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図 1 損傷該当カテゴリー数による分類 
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世帯のリスクマネジメントにつなげ、安全で
持続可能な住宅ストック形成と住み替えに
よるストック有効活用に役立てることを目
標としている。 
 
３．研究の方法 
(1) 住まいの点検保全の支援 

地震時の被害を減らすため、住宅の定期点
検・保全や耐震診断・補強を促進する必要が
ある。小嶋ら 1)は居住者による住まい定期点
検を支援するため「すまいのカルテ」を開発
した。ここでは改良版「住まいの手帖（点検
ノート）」を作成し、これを用いて東広島市
の住民による点検試行調査を行い、損傷・不
具合の分布や評価方法を考察する 
 
(2) 世帯のライフサイクルと住宅リスクマ

ネジメント 
奥村ら 2)の手法を用い、1995 年～2005 年

の計 3 回の国勢調査の、4 次メッシュ（一辺
約 500ｍ）単位の集計データにより分析を行
った。コーホート法を用いて 5 歳ごと計 18 
の年齢階層について人口の５年間の自然増
減を予測し、その予測人口と実際の国勢調査
のデータとの残差により世代別の社会増減
量を推定する。次に世代別社会増減量につい
て因子分析を適用し、人口移動の地域別の特
性を比較して、構造変化の実態を分析する。 

まず、比較対象として、山口県宇部市を対
象に、都市内の世代間の相関に考慮した人口
移動の構造分析を行う。また、大規模災害に
よる影響を調べるため、2004 年新潟県中越地
震を経験した新潟県長岡市を対象に同様の
分析を行う。 
 
４．研究成果 
(1) 住まいの点検保全の支援 
① 住まいの手帖点検結果 
広島国際大学の橋本ら 3)が東広島市黒瀬町

で実施する「伝統的木造住宅における維持管
理行為と居住者意識に関するアンケート」調
査に際して、調査員訪問によるアンケート回
収時に「住まいの手帖」による点検を依頼し
た。調査は 2006 年 11 月中旬から約 3 週間、
配布 600 件に対して、郵送回収 229 件(回収
率 38．2%)であった。 
「住まいの手帖」は、住まいの基本項目 8
問、住宅の外観からの点検 14 問、室内の点
検24問、手帖の使いやすさ等9問の計55問、
A5 版 8 ページから成る。 

外観点検、室内点検などの不具合・損傷カ
テゴリー数は計 88 である。集計を基に、不
具合・損傷の該当数が 0の住宅を「良好な住
宅群」、該当数が 1から 10 の住宅を「不具合・
損傷が少ない住宅群」、該当数が 11 から 20
の住宅を「不具合・損傷がやや多い住宅群」、
該当数が 21 以上の住宅を「不具合・損傷の

多い住宅群」とした（図 1）。 
良好な住宅群には、新築住宅や建築年数が

10 年以内の住宅が大半を占めるが、建築年数
が 10 年から 25 年の住宅も含まれる。日頃か
らこまめに点検をし、その都度修理を行って
いるという意見が多い。 
外観や部屋ごとの不具合・損傷の該当数を

点検カテゴリー数で割り、不具合率と定義す
る。部屋別の床損傷（図 2）をみると、「一部
沈みや変形がある」の不具合率が高い。各部
屋比較では、居間・茶の間の不具合・損傷率
が高い。グラフ化により、不具合・損傷が多
い場所や特徴か判り易くなる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 床の不具合・損傷率の部屋別比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3 自己点検を行って感じたこと(MR) 
 
住まいの手帖利用後の住まい点検意識は、



 

 

図 4 住宅手入れ意識の回答分布 
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高まった人が 37%いるが、未だ効果が十分と
は言えない。点検して感じたこと（図 3）を
みると、「注意をはらうので有意義」が多数
を占める一方、「定期点検より不具合が起こ
った時の対応が大切」が 35%ある。定期点検
結果をデータベースに保管することにより、
前回との比較ができ、損傷や劣化などの進行
状況を把握し、地域分布と個人宅の相対比較
も可能となると思われる。 
②住宅保全意識、点検行動と損傷状態 
「住まいの維持管理行為と居住者意識に

関するアンケート」(回収 565 件)の結果 2)
と居住者による「住まいの手帖」の点検結果
(回収 229 件)を基に、住宅手入れ意識が点検
行動を促し、住まいの劣化防止につながって
いるかを検討する。 

黒瀬町居蔵造りの調査と手入れ意識、点検
点：アンケートで、住宅の手入れ意識の質問
は図 4 の項目からなる。そこで 2)と 3)の両
方「そう思う」を選択した人を、「A．住宅の
手入れを意欲的に行うグループ」、5)と 6)の
いずれかに「そう思う」を選択した人を「B．
手入れはしたいが金銭的、体力的につらいグ
ループ」、残りを「C．住宅の手入れに消極的
なグループ」の３つに分類した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

点検行為の頻度を各部位について尋ね、図
5 の結果を得た。回答から点検点を集計し、
手入れ意識グループ毎の平均点検点を求め
ると、Aが 24．2 点、Bが 20．7 点、Cが 17．
7 点となった。分散は大きいものの平均点検
点が A>B>C の順になり、妥当な傾向が見られ
た。 
③ 住宅の損傷度と点検取組の比較 

「住宅の点検取組が増すと損傷度が低下
する」という仮説を確かめるため、「住まい
の手帖」を用いて損傷点を算出し、それと点
検点を比較した。２つのデータベースのマッ
チングデータ(133 件)を用いる。 

住宅の損傷度は築年数によって変化する

と想定し、江戸～昭和 25 年建築を「古い住
宅」、昭和 26 年～55 年建築を「中間の住宅」、
昭和 56 年以降建築を「新しい住宅」として
散布図を示す（図 6）。点検点総合点 20 点を
超えるところで、点検点が上がれば損傷点の
上限値が減少する傾向がみられる。古い住宅
が中間年代の住宅に比べて損傷点が特に高
いわけではなく、住み継がれている居蔵造り
の古い住宅は、材料構造がしっかりしていて
長持ちすることが伺われる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6 点検行為点数と損傷総合点の関係 
 

a) 古い住宅(N=36 件) 

図 5 住まいの点検部位と頻度 
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④まとめ 

黒瀬町における住まいの手帖試行調査に
より、建物外部及び室内各部位の損傷・不具
合について、居住者自身によりある程度把握
できること、損傷・不具合を点数化・グラフ
表示することで結果を比較できることが示
された。また、手入れ意識別の点検取組頻度
を点数化し、住宅の損傷度と点検取組の関係
を比較したところ、手入れ意識が高ければ点
検点は増加し、点検点が高ければ損傷度は減
少する傾向も伺われた。住まいの手帖点検ノ
ートが損傷状態の記録に役立ち、定期点検を
支援することが示された。 
 
(2) 世帯のライフサイクルと住宅リスクマ

ネジメント 
まず、宇部市について 4 因子による因子分

析を行い、その因子負荷量を調べたところ、
図 7 に示すように各因子は以下の特徴を有し
ている。 
・30～40 代の親と 10 歳前後の子の因子負荷

量が高い「学童期」世帯の移動の説明因子 
・45～74 歳の世代の因子負荷量が高い「壮

年」世帯の移動の説明因子 
・80 歳前後を中心とした高齢層の因子負荷

量が高い「高齢者」世帯の移動の説明因子 
・30 歳前後の親と 5 歳未満の子の因子負荷

量が高く、20 歳前後の因子負荷量が低い
「若夫婦と大学生」世帯の移動の説明因子 

これら 4 因子について、因子得点の地理的分
布・時系列変化を、GIS を用いて検証した結
果のうち、特徴的なものを示す。 
・「学童期」因子得点値は郊外地区や新築マ

ンションの所在地区で高く、これらの地区
に人口が流入している。一方公営住宅や古
い住宅地から流出している(図 8)。 

・「壮年」世帯は時期によって流出入が入れ
替わる地区が多いが、中心市街地やその周
辺の住宅地の変動が大きい。 

・「高齢者」世帯は広範囲から少しずつ流出
し、病院・介護施設の所在地区へ多く流入
している(図 9)。 

・｢若夫婦と大学生｣因子は、公営住宅の存在
する地区は非常に因子得点値が高く、大学
周辺は低い。 
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図 8 宇部市の「学童期」因子得点分布  

2000～2005 年 

 

図 9 宇部市の「高齢者」因子得点分布  

2000～2005 年 
 

1995 年-2000 年においては｢学童期｣世帯
は郊外への流出が中心であった。2000 年
-2005 年においても郊外への人口流出は、｢学
童期｣世帯が中心となっている事が分かった。
しかし 2000 年-2005 年においては宇部市で 
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図 11 長岡市の「学童期」因子得点分布  

2000～2005 年 

 

図 12 長岡市の「壮年」因子得点分布 
2000～2005 年 

 
は中心部に近い地区にマンションが増加し
ている状況にあり、｢学童期｣世帯を中心に市
街地への回帰現象も見られた。一方、中心市
街地周辺の住宅地ではどの世代も流出傾向
が強く、今後は中心市街地と、丘陵部に広が
る郊外住宅地に人口が集中する二極構造が
深まるのではないかと予想される。 

宇部市と同様の手法を、2004 年に新潟県中

越地震を経験した、長岡市に適用した。４因
子による因子分析の因子負荷量を図 10 に示
す。第４の因子において、大学生の流動を示
す因子負荷量が顕著でなく、｢若夫婦｣世帯の
みの移動の説明因子となっている。この点を
除けば、宇部市（図 7）とほぼ類似した因子
負荷量分布となっている。 

1995-2000 年の長岡市の人口移動変化は宇
部市と類似した傾向を示した。2000-2005 年
の人口移動について、｢学童期｣、｢壮年｣因子
の因子得点分布を図 11、図 12 に示す。この
間、2004 年に新潟県中越地震が発生してい
る。「学童期」「若夫婦」の両因子の因子得点
は中心部の北西側で高い値となり、この地域
への人口流入が顕著なことが示された(図 11)。
一方「壮年」因子は、仮設住宅のある地区で
高くなっており、｢壮年｣世帯が多く仮設住宅
に避難していたと考えられる(図 12)。 

｢壮年｣世帯が仮設住宅に多く流入してい
るのは、1981 年の耐震基準が改定される前
に建てられた住宅に多く居住していたため
と考えられる。また、「学童期」「若夫婦」世
帯が北西部郊外に流入していたのは、2000 年
の市街化区域拡大の影響が考えられる。 
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